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研究成果の概要（和文）：

次の四種類の情報が独裁者ゲームにおける提案者の行動に及ぼす影響について経済学実験
によって検証した。情報 O は、提案者の選択に対する受容者の評価、情報 P は提案者の選
択に対する受容者の期待、情報 Q は受容者が提案者となった場合の選択、そして情報 R
は他の被験者たちが提案者となった場合の選択に関する情報である。各情報の間には、理
論的な関係が想定可能であるため、すべての情報を同時に被験者に与えることで、他の情
報の効果を取り除いた純粋な効果の有無を各情報について抽出した。分散分析の結果、情
報 O、Q、R それぞれの主効果に有意差が確認された。また、情報 P の主効果は有意でな
かったものの、情報 Q との間に交互作用が確認された。この交互作用は、提案者は利己的
な受容者の期待は無視するが、利他的な受容者の予想を裏切らないように行動することを
示唆している。

研究成果の概要（英文）：

I conducted a laboratory experiment to study the effects of the following four kinds of 
information in a dictator game. O is the information on a normative judgment of the 
recipient about the dictator’s offer. P is the information on an amount of money that 
the recipient expects to receive. Q is the information on an offer that the recipient 
chose if he would be a dictator. R is the information on the offers of other dictators. The 
experimental result shows that main effects of O, Q, and R are significant, respectively. 
Moreover, although the main effect of P is not significant, the effect of P x Q interaction 
is significant. 
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１．研究開始当初の背景
コミュニケーションは当事者の利害があ

る程度一致している状況では行動調整を促
すツールとして機能するものの、当事者の利
害が完全に対立しているような状況では他
者の行動に影響を与えることはできないと
いうことが Crawford and Sobel (1982)によ
って理論的に明らかにされている。
一方、日常に存在する多くの事例が、利害

対立下におけるコミュニケーションの重要
性を示唆しているように思われる。例えば、
レストランでの食事中に、隣に座った客の
喫煙に対して苦情を申し立てる場合や、あ
る企業によって独占的に供給される製品の
顧客が、その製品の品質低下に関して苦情を
申し立てる場合などがある。これらのケース
において要求や不満を表明する者は、相手の
将来の行動がその表明によって左右される
ことを期待しているのである。
現実の事例においては、それが真に利害が

対立している状況であるのかを判断するこ
とは困難であるため、実験室において人々の
利得や情報を統制することで、利害対立にお
けるコミュニケーションの役割を検証する
必要がある。Yamamori et al. (2008)は、独
裁者ゲームに「声」のオプションがついた新
たなゲームを開発し、提案者の行動が受容者
の「声」に依存するか否かを経済学実験によ
って考察した。ここで、独裁者ゲームとは、
提案者がある一定金額のパイに関する配分
を選択し、その選択がそのまま提案者と受容
者の配分として確定する二人ゲームである。
一方、「声」のオプション付き独裁者ゲーム
では、提案者が選択をする前に、受容者は自
らの要求を提案者に伝えることができる。実
験結果は、提案者は受容者が要求する額に応
じて自らの選択を決定するというものであ
った。これにより、当事者間の利害が完全に
対立している状況下においても、コミュニケ
ーションが人々の利害を調整し得ることが
実験的に証明されたのである。

Yamamori, Kato, and Matsui (2010)は、
受容者にではなく、第三者に「声」のオプシ
ョンが加わった新たな独裁者ゲームを開発
し、提案者の行動が第三者の「声」に依存す
るか否かを検証した。実験結果は、提案者の
選択が第三者の「声」に依存しており、その
影響力は受容者の「声」よりも大きいという
ものであった。
また、私が 2007 年に亜細亜大学で実施した

実験では、第三者の「声」が何を伝達してい
るのかについて検証するため、第三者として
の「声」と、彼が提案者になった場合の選択
との間の関連を検証した。実験に参加した多
くの被験者は、自分が提案者となったとき、
第三者であったときに提案者に伝えた「声」

と整合的な選択をした。この実験結果は、第
三者の「声」は当該状況における中立的な判
断（規範的な判断といってもいい）を意味し、
その「声」は他者の行動だけでなく自らの行
動も制約するということを示唆している。
これらの実験で観察された被験者の行動

パターンは、経済学や行動経済学の既存モデ
ルによって説明することはできない。したが
って、利害対立下において機能するコミュニ
ケーションについて理解するため、コミュニ
ケーションに関する新たな理論モデルの構
築が期待される。 

２．研究の目的
本研究課題の目的は、利害対立の状況にお

けるコミュニケーションの役割を実験的に
明らかにするとともに、その理論的根拠を提
示することである。 
上記実験において観察された被験者の行

動パターンを経済学や行動経済学の既存モ
デルによってすべて説明することは困難で
あるものの、利害対立の状況においてコミュ
ニケーションが相手の行動に影響を与える
こと自体は、既存の理論モデルによっても説
明することが可能である。そのようなモデル
の 一 つ と し て 、 Battigalli, P. and 
Dufwenberg, M. (2007)が提示した罪回避の
理論を挙げることができる。独裁者ゲームに
おいて、受容者は自分が提案者から貰うこと
ができると期待している額を提案者に伝え
るとしよう。受容者が期待している額と実際
に渡された額の差額は、提案者が受容者に負
う罪の重さとなる。罪の重さに対する提案者
の感応度を表すパラメータを罪の重さに掛
けた値の分だけ彼の効用は減少する。したが
って、罪の重さに対する感応度が高い提案者
ほど受容者の期待に沿った額を選択するこ
とになる。また、López-Pérez and Vorsatz 
(2010)の開発した不承認回避の理論では、個
人は自己の行為が他者から不承認とされる
ことに対して不効用を感じるため、不承認と
されるような行動を選択する際には、それに
よって獲得する金銭的利益と効用の減少分
を比較する。この理論に従えば、独裁者ゲー
ムの受容者は自らが不承認とする額を提案
者に伝えることで、提案者の選択に影響を与
えることができる。 
これまでの実験における被験者の行動パ

ターンを罪回避や不承認回避の理論によっ
て説明することが難しい理由の一つとして、
受容者の期待や承認・不承認という判断を提
案者が自らの基準で評価するという観点が
これらのモデルでは考慮されていないこと
が挙げられる。これまでの実験において、被
験者は相手の「声」が何らかの意味で妥当で
あるか否かを評価し、その評価に応じて自ら



の行動パターンを変化させているように思
われる。たとえば、Yamamori et al. (2008)
の実験では、提案者は控えめな受容者の「声」
には従うが、貪欲な受容者の「声」は無視す
るという結果が得られている。また、
Yamamori, Kato, and Matsui (2010)におい
ても、提案者は第三者の「声」が公平な額よ
りも大きい場合には無視するという傾向が
得られている。
したがって、コミュニケーションに関する

新たな理論モデルを構築するためには、他者
の期待や不承認の判断という情報が利害対
立下で人々の行動にどのような影響を及ぼ
すかを精査するとともに、それらの妥当性が
どのようにして与えられるのかについて実
験的に検証する必要がある。 

３．研究の方法
独裁者ゲームにおいて、受容者の期待や不

承認とする配分などの複数の情報を提案者
に同時に与え、各情報が提案者の行動に与え
る純粋な効果を経済学実験によって抽出す
る。また、情報間の交互作用について考察し、
各情報の効果が他の情報とどのように関連
しているのかを検証する。 

４．研究成果 
（１）独裁者ゲームのパイを 10 トークンと
設定し、受容者へ渡す額として提案者は 2 ト
ークンあるいは 5トークンのみを選択できる
ものとした。
既存の選好モデルを踏まえ、提案者の選択

に影響を及ぼす可能性のある情報として次
の四種類に注目した。第一の情報は提案者の
選択に対して受容者が容認するかどうか（情
報O）であり、López-Pérez and Vorsatz (2010)
の不承認回避の理論に基づいている。この理
論によれば、2トークンを選択することに対
して受容者が容認しない場合には、提案者は
5 トークンを選択することが予想される。第
二の情報は受容者が提案者から贈与される
と期待している金額（情報 P）であり、
Battigalli and Dufwenberg (2007)の罪回避
の理論に基づいている。この理論によれば、
受容者が 2トークンしか貰えないと予想して
いる場合に比べ、5 トークンを貰えると期待
している場合の方が 5トークンを選択する提
案者は多いことが予想される。第三の情報は
受容者が提案者になった場合の選択（情報 Q）
であり、Levine (1998)の選好モデルに基づ
いている。提案者は情報 Qの内容から受容者
の利他性に関するタイプを推測し、利己的な
受容者には 2トークンを、利他的な受容者に
は 5トークンを渡すことが予想される。第四
の情報は、他の被験者たちが提案者となった
場合に選択する配分（情報 R）であり、
López-Pérez (2008)の規範逸脱回避モデルに

基づいている。このモデルに従えば、他の被
験者の多くが 2トークンを選択している場合
に比べ、その多くが公平な 5 トークンを選択
している場合の方が 5トークンを選択する提
案者は多いことが予想される。 
情報 Qと Rは通常の独裁者ゲームでは観察

することができないため、独裁者ゲームを次
のように二段階にわたって実施する。被験者
のなかからランダムにペアが決められるが、
第一ステージではペアのうちどちらが提案
者になるかが不確実な状況で、各人は自分が
提案者になった場合に受容者に渡す額を選
択する。第二ステージにおいてペアのうちど
ちらが提案者であるかが確定し、提案者は受
容者に渡す額を再び選択する。情報 Qは第一
ステージで受容者が選択した内容、情報 Rは
第一ステージにおいて過半数の被験者が選
択した内容である。 
四種類の情報は第二ステージが開始する

時点で提案者に伝えられる。このようにすべ
ての情報を同時に被験者に与えることで、他
の情報の効果を取り除いた各情報の純粋な
効果と情報間の交互作用を抽出する。 

（２）情報 O、P、Q、R の各水準について平
均値を比較したのが図 1である。情報内容が
「2」であった場合と「5」であった場合（あ
るいは「Y」であった場合と「N」であった場
合）の平均値を比較すると、すべての情報に
ついて後者の方が大きい。この差がより大き
い情報ほど、提案者の選択に対する影響は大
きいと考えることができる。図 1 から明らか
なように、提案者の選択に及ぼす影響として
は、情報 P、O、R、Q の順で大きくなってい
る。 

図 1 各情報の主効果 

分散分析によって各情報の主効果と交互
作用の有無を検定した。各情報の水準間に差
がないとする帰無仮説は、情報 O（p=0.0395）、
情報 Q（p=0.0005）、情報 R（p=0.000）につ
いて有意水準 5％で棄却された。一方、情報
P については帰無仮説を棄却することはでき
なかった（p=0.11）。次に、交互作用である



が、2 次以上のすべての交互作用のうち、情
報Pと Qの間の交互作用のみ有意水準10％で
確認されている（p=0.0647）。図 2 は、情報 Q
の各水準を所与としたもとで、情報 Pの水準
の違いをグラフで表している。情報 Qの内容
が「2」であるとき、情報 P は提案者の選択
に何ら影響を与えていないのに対し、情報 Q
の内容が「5」であるとき、情報 Pが「2」で
あるか「5」であるかに応じて、提案者の選
択は大きく変化していることが分かる。 

図 2 P×Q 交互作用 

（３）実験結果の解釈と今後の展望について
述べる。情報 Oの主効果が有意であるという
実験結果は、人々の選好が自分と利害関係に
ある特定の他者の評価に依存していること
を意味している。すなわち、利害対立の状況
においても、コミュニケーションは互いの評
価を相手に伝えることで、相手に公平な選択
を促すことができるのである。ところで、こ
の実験では、情報 O は受容者が自らの評価に
ついて提案者に伝える内容であり、実際に提
案者が抱く評価とは必ずしも一致していな
い。提案者の選択は他者の抱く真の評価だけ
でなく表明される評価自体にも依存してい
るのだろうか。この点については今後新たな
検証が必要である。提案者の選択が受容者の
真の評価にのみ依存するのか、それとも表明
される評価自体にも依存するのによって、利
害対立下におけるコミュニケーションの理
論モデルは異なる戦略的状況として描写さ
れることになる。 

情報 Pと Qの交互作用が有意であるという
実験結果は、人々が他者の期待を裏切ること
で感じる罪の意識は、それを抱く他者の行動
と関連していることを示唆している。提案者
は不公平な配分を選択した利己的な受容者
の期待は無視するものの、公平な配分を選択
した利他的な受容者の期待を裏切らないよ
うに行動したのである。ところで、罪回避の
理論については Ellingsen et al. (2010)の
実験によって否定的な結果が得られている。
しかし、我々の実験結果によれば、彼らの実
験結果は受容者の期待以外の情報について

統制していなかったために生じたものであ
ると解釈することができる。本実験によって
受容者の期待と他の情報との間に交互作用
が確認されたことで、罪回避の理論をより説
明力のあるモデルへと改良する道が開けた
のである。以上の実験結果を踏まえ、罪回避
の理論を利害対立下におけるコミュニケー
ションの理論へと拡張することが今後の課
題である。 
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